災害対応で必要な浄化槽に関する情報
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[ 緊急時の連絡に関する情報 ]
　これまでの大規模災害においては、被災地にある関係事業所への地上電話による連絡ができない場合や道路の被害により事業所へ行くことができなく連絡が取れないことがあった。比較的復旧が速い、携帯電話回線による連絡体制を構築し、災害時に行政の浄化槽担当者がシステムにアクセスできない状況においても、他の職員がアクセスして確認できるように対策されていることが望ましい。

[ 仮設トイレのストック・手配・設置・維持管理 ]
避難所のほか、使用不能となった浄化槽が多い地区や下水道の使用が禁止となった地区に仮設トイレが設置される可能性がある。
これらのストック・手配・設置・維持管理はそれぞれ関係事業者との協定にもよるが、これまで浄化槽関係事業者が係ることが多かった。
必要に応じて、仮設トイレに関する情報がシステムから確認できると設置計画から清掃による機能維持に関する対応計画を立てやすくなる。
[ 発災時における関係者の安否・関係業者の事業継続能力の状況 ]
　発災時における対応の体制やスケジュールを検討するために、緊急時の連絡により関係者の安否・関係業者の事業継続能力の状況を確認する必要がある。浄化槽の対応については多くの関係者が係ることから、これらに関する情報をデータ化するなどして記録して活用すると効果的である。

[ 災害の種類・規模] 
　発災直後等において浄化槽の被害の程度を予測するには、発生した災害の種類及び規模等を知ることが有効である。また、災害発生直後あるいは進行中において、被災した浄化槽の緊急対応で現地での対応業務を遂行する時の安全を確認することも重要であるので、被害状況の変化に関する情報も必要である。

[ 電気の復旧の状況 ]
漏電による火災防止のため浄化槽のブロワ等、電気・機械設備の電源が落とされたままとなる可能性がある。浸水した地域においては電気・機械設備に通電した場合の安全性が住民には確保できない。これまでの災害において浸水したブロワの復旧はブロワを交換することで対応していた事例が多いため、当該地域への対応は至急行われる必要がある。
電気の復旧状況は行政区域ごとに行われないことが考えられるため、地図情報として読み取れることが望ましい。地図情報で閲覧できると、作業者は道路の情報と合わせて検討し、移動計画を立てることが容易となる。
[ 水道の停止・復旧の状況 ]
浄化槽の使用ができないと判断された家屋においても、水道が復旧すると住民は自宅で入浴や洗濯の実施を求めるようになる。すなわち、浄化槽の早期復旧が求められるため、応急処置・復旧の優先度を検討するうえで、重要な情報であり、地図情報で閲覧できると、作業者は道路の情報と合わせて検討し、計画を立てることが容易となる。
[ 道路の復旧・危険箇所の状況 ]
被災した浄化槽の確認には、現地に行く必要があるが、大規模災害時には途中の道路が通行止めとなる場合が多い。したがって、応急対応を行う等のためには、最新の道路情報を官民で共有することが望ましい。
[ 浄化槽の被害状況 ]
　発災時における対応の体制やスケジュールを検討するために、浄化槽に関する被害の程度・規模を確認する必要がある。
[ 住民の避難状況・避難所の状況 ]
　被災が確認された浄化槽の確認及び復旧を図る場合、浄化槽の使用が始まるものを優先することが望まれる。したがって、住民の避難状況を入手し、対応計画を立案することが望まれる場合もある。

　また、避難所に設置された浄化槽の被災状況や運転状況を把握し、必要な手配(浄化槽関係者への協力要請)を行い、避難者の衛生環境を保全することも重要である。

[ 住民からの問合せ ]
　これまでの大規模災害において、発災後に住民から浄化槽の使用等に関する問合せが入っていた。問合せの内容を想定した対応方法をマニュアル化し、浄化槽担当者が対応できない場合においても、他の職員がアクセスして確認できるように対策されていることが望ましい。
　また、現地へ行っての対応を要する問合せ等は、問合せ内容等は記録し、関係者に対応要請をする必要も生じる。
